








































The Role of Antenna Shops in Product Promotion
Izumi KADO
ABSTRACT
As a pillar of product promotion, many local autonomous bodies establish antenna shops.
However, their forms and management techniques are various and verification of their cost
effectiveness is difficult to prove. In addition, there are some problems to be solved : the
purpose of the establishment of each antenna shop is ambiguous and the feedback of
information to producers is insufficient. I, therefore, would like to study the necessity of
antenna shops, visiting those located in Tokyo and understanding their present conditions.
Keyword：antenna shop, verification of cost effectiveness, product promotion, the tourism
policy of a local autonomous bodies
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設立の目的 店数 運営の効果 店数
特産品の PR ５２ 特産品の知名度アップ ５２
地域情報発信（マスコミ等） ４５ 地域情報発信（マスコミ等） ４４
特産品の販路拡大 ４４ 特産品の販路拡大 ４１
観光案内・誘客 ４３ 自治体の知名度アップ ３６
自治体の PR ４０ 消費者ニーズの把握 ３０
市場調査・消費者ニーズ ２５ 観光客の増加 ２０
田舎暮らし・UJIターン １５ 地元住民の意欲増大 １１
データ出所：「自治体アンテナショップ実態調査（２０１１年１０月１日現在）」（財）地域活性化センター
加渡いづみ
―１８― RIMIS SU，No．１８，２０１２
産者にとっては「出品すること」が目的になって
しまいかねない。ところが，実際にそれが行き届
かない理由の一つが，アンテナショップと地元を
つなぐ専門家の不在である。
市場調査，消費者ニーズの把握を行ったとして，
そのデータや消費者の声はどれだけ生産者に
フィードバックされているのだろうか。店頭での
消費者の反応，売れ筋商品，首都圏でのトレンド
などを分析し，生産者へアドバイスすることで，
生産者は開発意欲を高め，より競争力のある商品
が生まれる。そのためには，流通から地域ブラン
ディング，地元情報に精通した人材，いわば「ア
ンテナショップ・アドバイザー」を育成しなけれ
ばならない。加えて，２～３年サイクルの人事異
動による転勤ではなく，担当者が中長期にわたり
アンテナショップを担当し続けられる仕組みづく
りも必要となる。
さらには，専門のアンテナショップ・アドバイ
ザーを通じて，流通店のバイヤーに対するアピー
ル力，交渉力を高めていくことも重要である。一
般消費者がアンテナショップで直接購入する額や
量には限界があり，それだけで地場産業の振興に
はつながらない。最終的には，流通業者の店頭で
取り扱ってもらうための営業力と対応力を持たな
ければ，「地産都消」を果たせないのである。
４．今後の運営に向けての提案
（１）他県アンテナショップとの連携
店舗単独の特色で集客を見込めるアンテナ
ショップは限られている。既に有楽町を中心とし
たエリアでは定着しているが，スタンプラリーな
どの手法を使った「ショップ周遊型連携」，ある
いはテレビ番組や映画・文学作品の舞台などを共
通点とした「テーマ型連携」，さらには「ショッ
プ合同フェア型」等，他県アンテナショップとの
連携策を積極的に展開することも必要である。
（２）「食べる」機会の提供
前述のように，地元産品の特色を活かした飲食
部門を持つ店舗は売上，集客ともに強みを発揮し
ている。アンテナショップが地元物産振興のみな
らず，観光による交流人口の増加を目的とするな
らば，まず「食べてみる」ことを足掛かりとして
物販，観光誘致へとつなげるための場と機会の提
供が重要だと考える。
（３）リピーター確保のための利便性向上
一般の小売店舗と同様に，アンテナショップに
おいてもリピーターの確保が課題の一つである。
そのためのネットワークづくりとして連携したい
のが県人会組織である。県人会会員への優待制度，
イベント情報の発信や情報交換など，アンテナ
ショップが県人交流を支援することで，県人会を
中心としたサポータークラブが構成されることを
期待したい。
さらには，地元に帰らなければ得られない情報
や行えない届け出などの行政サービスの一部を，
アンテナショップで代行することも視野に入れる
必要があるだろう。
５．おわりに
国はもとより，多くの都道府県や市町村が観光
立国，観光立県，観光立町をうたう現在，アンテ
ナショップは誰に向けたものなのか，何を目的と
しているのかを，設置者である自治体や運営者は
明確にしなければならない。設置者と運営主体と
消費者が，それぞれの意図を持ちアンテナショッ
プと接している中，「売りたいもの」と「売れる
もの」，「知ってほしい情報」と「知りたい情報」
は，必ずしも一致していないように感じられる。
「アンテナショップ」とはとても便利な言葉であ
るだけに，かえってその役割が全方位的過ぎて曖
昧になっているのではないだろうか。
それぞれのアンテナショップが，確かな市場調
査と消費者ニーズの把握に努めることは勿論のこ
とではあるが，まず地方自治体がその地域の魅力
をどのように伝えたいのかという確固とした観光
戦略，物産振興のグランドデザインを確立させる
物産振興におけるアンテナショップが果たす役割
―１９―四国大学経営情報研究所年報 第１８号 ２０１２
ことこそが，アンテナショップの方向性を決める
ために必要な課題解決の一歩だと考える。
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